
合同会社さつま自然エネルギー 設立趣意書 

 

日本のエネルギー政策は、第一次オイルショック以降（1973年）、脱石油と

エネルギー自給率向上から原子力発電の依存度を高め、2030 年には電力供給の

約50％を原子力発電で賄うという基本方針で進められてきました。しかしなが

ら、2011年3月11日に起こった東日本大震災と福島原発事故は、日本のエネルギ

ー政策を大きく変える歴史的な転換点となり、同年6月25日には東日本大震災復

興構想会議「復興への提言～悲惨のなかの希望～」が公表されました。その中

で再生可能エネルギー（太陽光、風力、水力、バイオマス、地熱等）は、エネ

ルギー源の多様化・分散化、地球温暖化対策、新規産業・雇用創出などの国策

的観点から重要であるとして、その利用促進が提言されました。また、インフ

ラの再構築にあたっては、先端的な「自立・分散型エネルギーシステム」を地

域特性に応じて導入することが必要であるとされ、原発依存のエネルギー政策

からの大転換が明示されました。 

震災を契機に「災害に強く環境負荷の小さい地域づくり」が、わが国の喫緊

課題となりました。3・11 以降は、太陽光発電などの再生可能エネルギーの積極

的活用や、利用者間で需要調整ができるスマートグリッド（次世代送電網）の

インフラ整備が求められるようになったのです。換言すれば、原子力や火力な

どの“大規模集中型電源（非循環型）”から、太陽光や風力などの“小規模分散

型電源（循環型）”に大きくシフトし、災害に強く低炭素の持続可能な地域づく

りが必要とされるようになりました。 

そのようなエネルギー政策の構造的な転機を踏まえ、我々は「自然エネルギ

ー社会への転換を目指して、“創エネ・省エネ・蓄エネ”をコアとする設備構築

とその運営を通じて、持続可能なまちづくりとスマートコミュニティの実現に

貢献する」ことを主な事業目的とする、『合同会社さつま自然エネルギー』を設

立することに致しました。その推進母体は、地元企業・行政・地元金融機関お

よび市民等であり、地元関係者が主体となって自主的に当該地域を活性化し、

課題解決型のまちづくりに発展させていくところに、その設立意義の特徴があ

ります。 

歴史を振り返れば、明治維新の 3 年前となる 1865 年 4 月 17 日、今から 147

年前の今日、ここ羽島浦から五代友厚、森有礼等「薩摩藩英国留学生」19 人が

イギリスに渡航いたしました。帰国後、彼らは様々な分野で新知識の先駆者と

して、祖国の近代化に大きく貢献し、その活躍が原動力となって日本が世界有

数の国へと発展したことを考えれば、本エリアが明治維新の出発点になったと

言っても過言ではありません。 

この度の設立は、身を挺して明治維新を興した渡航留学生の気概を本合同会



社の志とし、祖国再生のために地域の皆さんと共に「環境維新」を興そうとい

うものであり、それゆえに設立日を敢えて羽島浦出航の 4月 17 日とするもので

あります。 

我々にとって環境維新にふさわしい活動とは、地域資源である太陽光などの

再生可能エネルギー源を活用して、自立分散型エネルギーの地産地消を実現し、

次世代の社会システムである「スマートコミュニティ」を構築し、地元企業や

住民に安全・安心と快適・便益をもたらす新しいまちづくりを推進することで

あります。日本の多くの地方都市は、少子超高齢化、財政健全化、地域活性化

の三大課題に加えて、エネルギー不足解決や環境問題を抱えており、いずれも

深刻な事態に陥っています。本合同会社で推進するプロジェクトの成功が、全

国地方都市の活性化モデルとして日本国内に拡散すると同時に、世界のサステ

ィナブル社会の実現につながる重要な役割を果たすことを願うものです。 

我々は、平成 22 年 7 月 28 日に「薩州自然エネルギー工業団地構想」事業化

に関するフィージビリティスタディ調査のための策定委員会を開催して以来、

今日まで持続可能なまちづくりの先駆者たらんとして、地域の方々と幾度とな

く協議を重ねてまいりました。その間、お互いの信頼関係を築き、本プロジェ

クト構想の事業展開エリアを拡げ、事業ビジョンを発展させつつ、合意を形成

してきましたが、いよいよ「再生可能エネルギー特別措置法」（全量固定買取制

度）が今年７月１日より施行されることになり、今まさに設立の機が熟しまし

た。 

現在、全国に稼働、計画されているメガソーラは約 85 か所あると言われてい

ます。しかし、その多くは大企業が中核となって推進するものです。本プロジ

ェクトように、地元の中小企業が集まって、再生可能エネルギー導入を呼び水

としてまちづくりを行おうとする例はありません。 

我々が出来ることは「小さな一歩」かも知れません。しかしこの時代に生き

る大人の責任として、誠実さと勇気を持って行動し、将来の子供たちが歴史を

振り返ったとき、「あの時代の努力で私たちのまちは守られ、日本も地球も救わ

れた」と言われるようにしなければなりません。 

我々の小さな一歩が地域にとって偉大な一歩になるように、「未来を救った世

代」となることを誓い合い、さらに志を同じくする方々のご参加を期待しつつ、

ここに『合同会社さつま自然エネルギー』を設立する次第です。 
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